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１． 序論 
１８９６年の河川法制定以降の治水対策は、連続

堤防とダムなどによって計画規模の洪水を河道内

に閉じ込めるための河道対策・流域対策を中心とし

て、一定の成果を挙げてきたといえる。 
しかし全ての河川において洪水を河道に閉じ込

めるだけの施策を行うには膨大な時間と費用がか

かるため、事業の途中段階では目標規模より小さな

洪水であっても氾濫被害が発生する可能性がある。

さらに計画規模の洪水への対策が完了しても氾濫

の可能性がなくなるわけではない。そこで流域の治

水水準の時間軸上での変化を明確に把握し、段階施

工計画を策定する研究[1]も行われてきた。 
以上の事をふまえて治水計画を考えると、一旦氾

濫が起こった際の被害の軽減方法について考えて

おく必要があると言える。そこで本研究では特に市

街地での壊滅的な危機への対策として考えた場合

の氾濫原対策の設計手法を提示することを目的と

する。 
 
２． 氾濫原対策の必要性 

2.1 洪水流対策 
洪水流対策は安全度を上げるにはより強固な施

設の建設が必要で施設規模が大きくなってしまう

ために実際の施工に多大な経費と時間がかかって

しまうという側面を持っている。事業の途中段階で

は目標規模より小さな洪水であっても氾濫被害が

発生する可能性もあり、その治水効果の低い時期が

長期に渡るという問題点がある。計画規模の洪水の

対策が完了しても被害が生じる確率を完全にゼロ

にすることは不可能であるため、氾濫の可能性がな

くなるわけではない。 
2.2 氾濫原対策を含む治水計画 
前節に挙げたような諸問題に対して総合治水対

策（１９７７年、河川審議会）が答申されて以降、

洪水流対策の不十分な点を氾濫原対策で補い、流域

全体で治水事業に取り組むことができるように治

水計画方針の転換が求められていると考えられる。 
2.3 被害の定義と定式化 
河道対策が地域の特性や社会的公平性の見地か

ら定められる外力レベルまで実施されているとす

ると、氾濫原対策はそれを超える外力が生起した場

合への対応や何らかの原因で河道対策が当初の安

全度レベルを保証できなかった場合のセーフティ

ーネットの役割を担う。その場合は被害が生じても、

それが壊滅的な被害にならないようにする施策が

重要になり、人命の安全度が目的になる。本研究で

は、氾濫原対策の目的を、氾濫が生じた場合に、避

難可能性を担保することと捉えた場合の、施策設計

法を考えることにする。 
 本研究では、避難する事が必要であるにもかか

わらず、避難を達成する事ができなかった人の数を

人的被害として定義する。その上で避難可能な氾濫

流条件をあらかじめ求めておくことができれば、上

の問題は氾濫流の状態を避難可能な状態を満足す

るように制御する問題に帰着することができる。そ

こで研究では解くべき問題を以下のように定義す

る。 
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ただし x：対策（複数の施策が組合わされたもの
であるためベクトルとして考える）、C：対策 xに
必要な費用hmn：対象領域内のメッシュ（m , n）

の危険度、h0mn：メッシュ(m , n)の危険度の制限値、
rP は確率を表す。 K：制限値（０＜ K≦１）と
なる。もちろん制約条件の左辺の確率は降雨規模に

よっても変動することは明らかである。適切に rP を
把握するためには無害流量とされる確率規模から

超過洪水とされる確率規模までのうち代表的な確

率規模のハイドログラフをいくつか抽出して検討

対象とし、各ハイドログラフについて破堤箇所を複

数ケース考えて氾濫ケースを網羅しておくことが

望ましい。しかしそれには多大な労力を伴うため、

本研究では、対象ハイドログラフを１つの降雨パタ

ーンに絞っても手法の適用性を評価すること自体

には差し支えがないと考えて、１つの降雨パターン

だけを対象にする。 
 
３． 氾濫原対策の効果把握モデル 
本研究で検討する施策オプションは、氾濫時におけ

る住民の避難可能性の向上を一つの目的としたも

のである。氾濫外力に起因する指標のうち、氾濫流

到達時間・最大流速・最大浸水深・氾濫継続時間・

浸水面積などが避難可能性に影響を与える指標と

して考えられる。これらの指標は全て(3.1)節の氾濫
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解析から得ることができる。実際にこれらの指標か

ら避難可能性を決定する場合、各指標において避難

を不可能とする値を定義すればよい。 
 
５．  適用と考察 

5.1 新川破堤による外水氾濫解析 
名古屋の中心市街地である名古屋市西区周辺の

新川流域を対象とする。当地域は 2000 年 9 月に起
きた東海豪雨災害で深刻な洪水被害を被った地域

である。3.1 節に示したデカルト座標系モデルによ
って、新川流域の氾濫解析を行う。 

5.2避難可能性の決定 
対象とする氾濫原において氾濫解析を行い、各メ

ッシュにおける氾濫外力の挙動を示す指標をいく

つか得る。これらの指標のうち浸水深、流量フラッ

クスを元に避難可能性を考察していく。まず各メッ

シュについて避難困難度を定めた。これは各メッシ

ュにおいて得られた浸水深と流速の値双方を考慮

して各メッシュが避難可能（移動可能）かどうかを

示すものである。避難困難度は全タイムステップで

不可能、可能そして困難の 3段階で評価した[2]。こ
れらの関係を表１に示す。 

      表１ 避難困難度と水理量 
5.3考察 
表１に従って対象領域を不可能・可能・困難の

３つのエリアに区分して避難困難度を示す。破堤

60分後の対象領域の避難困難度を図 1に例示する。
この避難困難度を用いて各メッシュより避難ポイ

ントへのまでの避難可能性を調べた。簡単のため

氾濫原は平地とし実際の地理、施設を考慮せず考察

を進めた。さらに氾濫が発生した段階で全ての人が

任意に設定した避難ポイントに向けて避難するとし、

避難速度は一律で一分間に５０m とし、各メッシュ
から避難ポイントへの避難経路は一通りとした。上

記の条件で避難者が避難ポイントを目指して各メッ

シュから避難を開始する。その途上で表１に定義し

た『困難』・『不可能』の状態にあるメッシュに差し

掛かった場合、そのメッシュからの避難は不可能と

定める。『困難』・『不可能』の状態にあるメッシュに

差し掛かることなく、避難ポイントまでたどり着く

ことができる場合はそのメッシュからの避難を可能

と定める。このように全対象領域内の各メッシュの

避難可能性を定める。図２に避難可能性の具体例を

示す。破堤点の座標は(50,81)として図中に黒×印 

 
図１ 破堤 60分後の避難困難度 
 

 
図２ 避難ポイント(50,50) 

で示し、想定した避難ポイントの座標を黒点で示

した。黒点の周囲は避難可能なエリアで、濃いグレ

ーのエリアは避難不可能なエリアである（それ以外

のエリアは計算領域外）。 
６．  結語 
本研究では氾濫解析から得たデータを元に、避難

可能性を確保する氾濫原内治水対策を提示する手

法を検討した。今後の課題を以下に挙げる。①さま

ざまな施策による氾濫流特性の変化を、氾濫解析で

明らかにする方法を検討する。②氾濫流特性から避

難可能性を決定する際により詳細な検討をし、実際

に即した避難可能性の決定手法を提示する。また多

数の氾濫ケースによる氾濫解析を行い、確率的な考

え方を避難可能性決定の際に取り入れる。③GA・
ＳＱＧ両手法を用いた最適化手法のモデルを作成

して両手法を比較検討する。 
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